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研究成果の概要（和文）：　この研究は、カンボジアの小学校で多くの児童が中退していることから、退学の原因を明
らかにするために行われた。客観的要因を得るため、事前にデータを取り、その後退学したかを追跡する生存分析を用
いた。3つの省の30の学校を調査対象とすることで、学校の要因が退学に影響を及ぼしているかを明らかにした。
　結果は、小学校1年生から4年生のコーホートでは学校要因がみられなかったが、4年生から7年生では学校要因が7％
を占めた。教員の欠勤が有意な要因であった。児童のレベルでは、両コーホートで、学級内の成績が低く留年する児童
が退学する率が高かった。貧困や労働時間は、退学に有意な影響を及ぼしていなかった。

研究成果の概要（英文）：　This research was aimed at clarifying cause of dropout in primary schools of 
Cambodia, in which many students dropout before reaching the final grade. To obtain objective causes, 
survival analysis was employed: prespective data were collected from two cohorts (G1-4 and G4-7) and the 
cohorts were followed up for three years. Especially, having 30 schools from 3 rural provinces were 
selected to see the effect of schools.
 The results showed that, while there was school level effect on dropout in G1 cohort, 7% of the viriance 
was explained as school effect in cohort 2. Absenteesm of teachers was the only significant factor. In 
student level, relative achievement within a class and repetion were significant predicters of dropout in 
both cohorts. Often stated factors, poverty and child labor did not have significant effects on the odds 
of dropouts.
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１．研究開始当初の背景 
 カンボジアでは、2001 年に義務教育が無償
化され、粗就学率は 120％、純就学率は 97％
に向上した。しかし、小学校の最終学年に到
達する児童は 64％に留まっている。これでは
万人のための教育という政策目標が達成さ
れているとは言えない。これは多くの児童が
留年を繰り返し、小学校 5年までに中退して
いるためである。 
就学率と最終学年到達率との乖離は、カン
ボジアだけでなく、多くの発展途上国で見ら
れ、万人のための教育の達成を妨げている。 
多くの研究は、中退の原因は貧困であると
しているが、それでは経済を発展させるほか
どのような対策を立てればよいのかが分か
らない。奨学金支給の試みは、カンボジアで
も一部地域の中学校で実施されたが、中退の
減少にはつながらなかった。 
退学を防止するためには、性別、エスニッ
クグループ、家庭の経済的・社会的背景（経
済状況や親の学歴など）を明らかにすること
は潜在リスクを評価する意味で重要である
が、引き金要因（親の離婚や死亡など）と兆
候（欠席や遅刻が多くなる、宿題をしなくな
るなど）を捉えることがより重要である。し
かし、これらは従来の研究では捉えることが
できなかった。 
中途退学の原因を明らかにすることは、基
礎教育の普及のため、重要な課題である。 
 
２．研究の目的 
この研究は、カンボジア農村部の児童の退学
理由を、生存分析により明らかにすることを
目的とする。 
 
３．研究の方法 
 これまでの発展途上国における中退の理
由に関する研究の多くは、中退者とその親に
理由を尋ねる方法をとっており、貧困と児童
労働が退学の原因であるとしてきた。 
この研究では、客観的要因を明らかにする
ため、あるコーホートを対象に事前にデータ
を取り、その後退学したかを追跡する生存分
析を用いた。また、3つの省の 30 の学校を調
査対象とすることで、学校の要因が退学に影
響を及ぼしているかを明らかにした。小学校
1 年生からのコーホートと 4 年生からのコー
ホートを３年間追跡し、一年に一度データ収
集を行った。分析には、HLM のロジスティッ
ク重回帰分析であるベルヌーイ・モデルを用
いた。 
既存のデータを転用するこれまでの研究
が扱うことができなかった、背景要因・引き
金要因・兆候のすべてを網羅するデータを収
集した。 
 
４．研究成果 
 学校レベルの要因の分析結果では、小学校

1 年生からのコーホートでは学校の影響がみ
られなかったが、4 年生からのコーホートで
は学校要因がVarianceの7％を占めることが
分かった。様々な学校レベルの要因のうち、
施設・設備、一学級の人数などは退学に影響
を与えていなかったが、教員の授業欠席日数
は唯一の有意な変数であった。4,5,6 年生の
教員が平均して第一回調査の過去３ヶ月に
一日多く欠席するごとに、児童の退学の確率
（オッズ）は 14%高まるとされた。教員の平
均欠席日数は、6日から 29日とういうばらつ
きがあり、29 日の欠席は授業日数の 30％を
超える。教員の欠席を少なくすれば中途退学
率が減ることが強く示唆される。 
 児童のレベルでは、２つのコーホート両方
で、学級内の成績が低く留年する児童が退学
する確率が高かった。また、入学時の年齢が
高いほど中退のオッズが高かった。更に小学
校 4年生からのコーホートでは、留年の積算
回数が退学のオッズに影響を与えていた。ア
ンケート調査と同時に4年生に対して行った
テストで、小学校 1年生に習得するはずの基
礎的レベルの識字能力を有する児童が約４
割に留まることが示された。また算数では四
則計算を理解していない児童が多く、約 4割
が四角形を三角形とするなど基礎的な幾何
の概念を習得しておらず、文章題では多くの
児童が出てくる数字を足すだけで演算の意
味理解に問題があるなどの問題点が明らか
となった。児童間の学力のばらつきが大きい
ことがわかった。しかし、このテストの成績
は退学に直接の影響を与えておらず、退学に
当たっては学級内のテストで図られ学級内
の順位として示された数値が重要であるこ
とが明らかになった。 
その他では、1 年生からのコーホートでは
女子の退学のオッズが有意に少ないことが
示された。イスラム教徒のチャム人は、主要
民族であるクメール人に比べて、両方のコー
ホートで退学のオッズが有意に低かった。先
行研究である No の研究では、チャム人の退
学のオッズが有意に高かったが、これはイス
ラム系NGOが設置した非正規のイスラム学校
がある村のケースであり、そのような学校が
ない条件の下では、チャム人児童の退学オッ
ズが低いことが分かった。 
これまでの生存分析を用いた研究と同様
小学校貧困や労働時間は、退学に有意な影響
を及ぼしていなかった。確かに比較的所得の
高い都市部と中間の農村部、最も低い僻地を
比較すれば、都市部の中退率は低く、僻地で
は高い。しかし、農村部の学校の中では個々
の家庭の所有物で測った経済的な裕福度は
退学に関係がなく、貧しい家庭の児童がより
多く又は早く中退するという現象は認めら
れなかった。 



親や児童は、退学の原因を直接尋ねられれ
ば「貧困のため」または「貧困により仕事を
する必要があったため」と回答するが、事前
に取ったデータを使い、追跡調査して、生存
分析を行う手法では貧しい家庭の児童が中
退しやすいという現象が認められなかった。
その原因はなぜなのだろうか。 
 アンケートから、どの段階においてもが多
くの親と児童本人が高校や大学への進学を
望んでいることがわかった。これは、高校修
了がカンボジアにおいて公務員や観光産業
などの安定した職を得るための必要条件で
あり、教育を投資と考えたときに収益が見込
まれるためであると考えられる。しかし、学
級内の成績が下位で、留年を繰り返している
と、次第に高校への進学が困難であることが
自覚されるようになる。また入学時の年齢と
中退の回数は、児童の年齢が高くなることを
しめしており、学校を続けることの機会費用
が増すことを示している。中途退学は、高校
進学と将来の経済的な成功という期待がも
てなくなったために起こるのではないかと
解釈される。その一方、学校で基礎的な識字
や算数の能力が身につけられたかへの関心
は親にも教師にもあまりなく、万人が到達す
べき基礎教育の意味が十分に理解されてい
ないことが示唆される。  
 この研究の問題点は、サンプルロスの多さ
である。原因は、①データの一部を生徒から
でなく親から得ようとしたため、親へのアン
ケートの回収率が低かった。②アシスタント
の訓練が十分でなく、せっかく対面インタビ
ューでデータを集めたにもかかわらず無回
答が多かった。③欠席者が予想より多く、何
度か学校を訪問しても会えない児童が出た。
ためである。長期欠席者については、第一回
の調査時には 95％の児童が登校していたに
もかかわらず、2012 年 2・3 月の第 2 回調査
時に欠席が多かった。これはその直前に起こ
った洪水の影響である可能性がある。そうす
ると、洪水がなかった場合、上記の研究結果
が変わらないかどうかが問われることとな
る。第 2回及び第 3回の調査結果を用いると、
分析に入れることのできなくなる欠損サン
プルが多くなりすぎるため、本来ならば毎年
のデータを分析にいれたかったが、できなか
った。このことにより、生存分析を用いる大
きな意義の一つである背景的要因と引き金
要因・兆候を分けて捉えるという当初の目的
を果たすことができなかった。今後、これら
の課題を解消して、より精度の高い調査を行
い、更なる研究につなげたい。 
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